
高度な医療に対応する訪問看護師育成事業実施要領 

 
 

１ 目 的 

    この要領は、高度な医療に対応する訪問看護師育成事業補助金交付要綱（以下「要綱」

という。）に基づき実施する事業について、補助の要件等を定めるものとする。 

  なお、本事業は、在宅医療の更なる推進に資するため、末期がんなどの高度な医療に

も対応できる訪問看護師を育成することを目的とする。 

 

２ 事業の実施主体 

    申請者は、以下の要件を満たす訪問看護ステーション（以下「事業所」という。）を

運営し、かつ、当該事業所でＯＪＴ研修を実施できる法人（以下「事業実施者」という。）

とする。 

（１）人員要件 

   常勤の看護職員を３名以上配置しており、かつ、質の高いＯＪＴ研修を実施できる 

  人材が配置されていること。 

（２）事業所要件 

   補助申請時点で以下のア～オのすべての要件を満たす「機能強化型訪問看護管理療

養費２」の届出をしている事業所に相当するものとする。 

   なお、実績報告の時点で「機能強化型訪問看護管理療養費１」の届出をしている事

業所とする。 

  ア 以下の（ア）～（ウ）のいずれかの要件を満たすこと。 

  （ア）平成３０年３月５日保医発 0305 第４号厚生労働省保険局医療課長通知「訪問看

護ステーションの基準に係る届出に関する手続きの取扱いについて」（以下

「医療課長通知」という。）に基づくターミナルケア件数が直近１年間で８件以上。  

  （イ）ターミナルケア件数が直近１年間で５件以上、かつ１５歳未満の超重症児及び

準超重症児の利用者数の合計が常時３人以上。 

  （ウ）１５歳未満の超重症児及び準超重症児の利用者数の合計が常時５人以上。 

  イ 特掲診療料の施設基準等の別表第七に該当する利用者が月に７人以上いること。 

  ウ ２４時間対応体制加算を届け出ていること。 

  エ 地域住民等に対する情報提供や相談、人材育成のための研修を実施していること。 

（３）対象外となる事業所 

  ア 申請時、既に「機能強化型訪問看護管理療養費１」の届出をしている事業所は補 

   助対象外とする。 

  イ 一事業所につき一回の補助交付とし、一度交付を受けた事業所は再度申請するこ 

   とはできない。該当の事業所が申請した場合は補助対象外とする。 



    なお、１次募集において、申請件数が、あらかじめ県が予定した件数に満たない 

   場合、県は２次募集時に上記ア及びイの取扱いを緩和する場合がある。 

 

３  事業の内容 

（１）事業の基本原則 

   以下（２）の規定に基づき、末期がんなどの高度な医療にも対応できる訪問看護師 

  を育成するために、高度かつ専門的な知識、技能を習得させるためのＯＪＴ研修を実 

  施する事業とする。 

 

（２）事業実施にあたっての留意点 

  ア ＯＪＴ研修の対象となる訪問看護師（以下「研修看護師」という。）は、当該Ｏ 

   ＪＴ研修後、県内の訪問看護ステーションに勤務するものであること。 

  イ ＯＪＴ研修を実施する事業所は県内の訪問看護ステーションであること。 

  ウ ＯＪＴ研修に係る補助期間は、採用後の３か月間のうち、２か月目、３か月目の 

   ２か月間を対象とする。 

  エ ＯＪＴ研修における組織体制として、研修看護師を総括的に指導する教育担当者 

   の役割を担う者を明確にし、高い看護技術や知識、職員育成能力を有する職員を充 

   てること。ただし、同行訪問等も含め、複数の職員で研修看護師へのＯＪＴを担当 

   することはできるものとする。 

  オ 県が行う本事業の効果の検証など、適宜県への情報提供に協力すること。 

 

４ 補助対象の選定 

  補助金の交付決定に当たり、補助金申請者が多数の場合、要綱第４条及び本要領「２ 

事業の実施主体」に規定する要件を全て満たす者を対象に、知事が別に定める期日ごと

に以下の（１）～（３）の観点から総合的に評価し、相対的に優先度が高いと認められ

る事業を補助の対象として選定することとする。 

（１）県内における機能強化型訪問看護管理療養費の届出状況等の地域バランス 

（２）１法人あたり１事業者に対する補助とすること 

（３）その他、高度な医療にも対応できる訪問看護師の育成に相当の効果が期待できるこ 

   と 

 

５ 経費の負担等 

  この実施要領に基づき実施する事業に要する経費については、要綱に基づき、予算の

範囲内で補助を行う。 

 

６ 事業報告書の作成 



  事業実施者は、事業終了後、別に知事が定める日までに事業報告書を作成し、県に提

出しなければならない。 

 

７ 留意事項 

  事業実施者は、公費支出の原則に従い、執行について公私の区分が適正になされてい

るか厳正に判断すること。 

 

８ 雑則 

  この要領に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。 

 

   

  附 則 

   この要領は、平成２９年６月１４日から施行し、平成２９年度事業から適用する。 

  附 則 

   この要領は、平成３０年４月２６日から施行し、平成３０年度事業から適用する。 

  附 則 

   この要領は、令和６年４月１日から適用する。 


